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2025 年８月 28 日 

 

各 位 

会 社 名 株式会社焼肉坂井ホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 髙 橋 仁 志 

（ 東証スタンダード市場・コード番号 2694 ） 

問合せ先 取締役管理本部長 山 下  淳 

（ TEL．052 － 910 － 1729 ） 

 

 

完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の当社取締役会において、2025年10月１日を効力発生日として、当社の完全子会社

である株式会社敦煌（以下「敦煌」といいます。）を吸収合併（以下「本合併」といいます。）するこ

とを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は、当社の完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省

略しております。 

 

記 

 

１．合併の目的 

敦煌は2018年４月に設立され、山口県・広島県において「中国料理 敦煌」、「和食・鍋 しゃぶしゃぶ

清水」の運営を行う当社の完全子会社であります。この度、当社グループにおける外食店舗の事務管理

及び営業採算管理の効率化及び経営資源の集中の観点から、敦煌を吸収合併し当社に集約することとい

たしました。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

取 締 役 会 決 議 日 2025 年８月 28 日 

合 併 契 約 締 結 日 2025 年８月 28 日 

実 施 予 定 日 （ 効 力 発 生 日 ） 2025 年 10 月１日（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第796条第２項の規定に基づく簡易吸収合併であり、敦煌

においては会社法第784条第１項の規定に基づく略式合併に該当するため、いずれも合併契

約承認の株主総会は開催いたしません。なお、敦煌は債務超過となっておりますが、当社は

当該債務超過額相当の関係会社損失引当金を計上しており、本合併の際に関係会社損失引

当金を戻し入れることから、合併差損は発生しないものと判断しております。 

 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、敦煌は解散いたします。 
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（３）合併に係る割当ての内容 

完全子会社との合併のため、本合併に際する新株式の発行及び金銭等の交付はありません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３．合併の当事会社の概要（2025年３月31日現在） 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 株式会社焼肉坂井ホールディングス 株式会社敦煌 

（２） 所 在 地 名古屋市北区黒川本通二丁目 46 番地 山口県山陽小野田市大字西高泊 

字烏帽子岩沖 676 番地９の１ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 髙橋 仁志 代表取締役社長 村岡 秀治 

（４） 事 業 内 容 ・飲食店の経営及びフランチャイズ

チェーン店の加盟募集 

・関連商品の販売 

・外食店舗の運営 

（５） 資 本 金 100 百万円 ５百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1959 年 11 月 25 日 2018 年４月２日 

（７） 発 行 済 株 式 数 239,866,162 株 100 株 

（８） 決 算 期 ３月 31 日 ３月 31 日 

（９） 大株主及び持株比率 ・株式会社ジー・コミュニケーショ

ン 50.35％ 

・沼田 昭二 9.61％ 

・焼肉坂井ホールディングス取引先

持株会 1.08％ 

・アリアケジャパン株式会社 

0.94％ 

・野村證券株式会社 0.48％ 

・株式会社焼肉坂井ホールディング

ス 100％ 

（10） 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 決算期 2025 年３月期（連結） 2025 年３月期（単体） 

 純 資 産 6,752 百万円 △288 百万円 

 総 資 産 16,610 百万円 72 百万円 

 １株 当 たり 純 資産 28.67 円 △2,880,701.28 円 

 売 上 高 23,533 百万円 600 百万円 

 営 業 利 益 468 百万円 △29 百万円 

 経 常 利 益 428 百万円 △29 百万円 

 親 会 社 株 式 に 

帰属する当期純利益 
△613 百万円 △29 百万円 

 １株当たり当期純利益 △2.61 円 △294,150.92 円 

 

４．合併後の状況 

本合併後の当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はありま

せん。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、完全子会社との合併のため、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以上 


